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１．本論文の目的 
 エネルギー資源を輸入に依存せざるを得ない我が国のエネルギー政策においては、エネル
ギー自給率の確保に加え、近年は温暖化対策なども大きな課題となっている。加えて東日本
大震災後は、災害に対する安全性と電力供給制約のリスクへの対応が、我が国のエネルギー
政策の重要な課題となっている。本論文は、我が国において特に自然災害がもたらす電力供
給制約が経済に与える影響について、経済モデルを用いて分析を行うことを目的としている。 
 自然災害が直接・間接に経済に与える影響に関する分析は、産業間の波及効果や価格変化
が経済に与える影響の分析を行うことができる CGE モデルを用いて行われることが多くな
ってきている。本論文では、世界全地域のデータを包括する CGE モデルである GTAP-E モ
デルを用いて、震災などの自然災害の影響による電力供給制約が我が国の経済に与える影響
についてシミュレーションを行い、その結果について分析を行う。分析においては、電力産
業における生産性の低下と資本ストックの損傷という、災害がもたらす二つの経路に着目し、
東日本大震災が発生した 2011 年のデータを外生条件としてモデルに与える。そしてマクロ経
済等に関する試算結果に関しては、2011 年以降の日本経済の各種データの実績値との比較を
行い、モデル分析が実際に生じた傾向を再現できているかについても検討を試みる。 
 
２．各章の内容 
第一章では、本論文の目的を大きく四つに分けて提示した。本論文の第一の目的は CGE 
モデルを用いた自然災害による電力供給制約の分析手法の開発である。日本でも緊急の課題
となってきている電力供給制約が経済に与える影響の分析について、本論文では産業別の分
析が可能であり、価格変化が経済に与える影響の分析ができるなど、CGE モデルのメリット
を活用して分析を行うことを目的としている。 
第二に、本論文では我が国における自然災害による電力供給制約が経済に与える影響に関
して、国内の動向だけでなく貿易動向を考慮し、世界経済全体の枠の中での分析を行うこと
を試みている。その結果として、世界 CGE モデルである GTAP-E モデルを用いてシミュレ
ーションを行い、マクロ指標・産業別生産高・民間消費・供給価格・産業別輸出入などの試
算結果について分析を行う。また実績値が得られるマクロ経済に関する試算結果については、
実績値との比較を行い、試算結果が実態から大幅に乖離していないかどうかについても検証
を行う。 
第三に、本論文ではシミュレーションに使用する GTAP-E モデルについて十分に検討した
うえで分析を行うことを目的としている。したがって、本論文においては、GTAP-E モデル
についての詳細を解説することも目的の一つとする。 
第四に、エネルギー財を中間財と生産要素の双方として扱う GTAP-E モデルと、エネルギ
ー財を中間財としてのみ扱う GTAP モデルの試算結果の比較分析を行うことにより、電力供
給制約において資本とエネルギー財間の代替効果、またエネルギー財間の代替効果が果たす
役割に関する分析を行うことを目的とする。 
 
第二章では、災害が経済にもたらす影響全般に関する先行研究について調べた後に、特に
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自然災害による電力供給制約が経済に与える影響に関する分析手法に関して、先行研究・デ
ータ実績について分析を行っている。ここでは本論文で実施するシミュレーションの参考と
すべく、自然災害による電力供給制約が経済に与える影響に関する分析手法の先行研究につ
いて調査を行い、また東日本大震災前後の我が国の電力関係・マクロ経済データの整理を行
った。 
自然災害には震災をはじめとして様々な種類があり、これらの災害が経済に与える影響に
関するデータ蓄積は国内外で進んできており、これらのデータ蓄積を活用した研究が進めら
れてきている。しかし建造物などへの影響を中心とする直接被害についてはデータ蓄積が進
んでいるが、災害の後の経済活動の低迷などを中心とする間接被害に関してはデータ蓄積が
少ない。電力供給制約などの経済活動への影響は間接被害と位置付けられ、近年では自然災
害がもたらす電力供給制約などの被害が経済に与える影響に関しては、経済モデルを用いて
シミュレーションを行い、その直接・間接の効果を測定することが多くなっている。このよ
うな被害の推計においては、産業間の波及効果や生産要素間の代替効果、また価格変化が経
済に与える影響を分析することが可能である CGE モデルを用いた研究も見られるようにな
ってきている。 
 
第三章では、GTAP-E モデルを用いた電力供給制約が経済に与える影響に関する分析手法
を扱った。ここではまず、使用するモデルである GTAP-E モデルについて、その開発の経緯
や特徴やモデルの構造について解説を行った。GTAP-E モデルは、国際的に普及している世
界 CGE モデルである GTAP モデルの枠組を用いたモデルであるため、まず GTAP モデルの
解説を行った後に、GTAP-E モデルの特徴と構造を明らかにしていく。GTAP モデルではエ
ネルギー財は中間財としてのみ扱われるが、GTAP-E モデルにおけるエネルギー財は中間財
と同時に生産要素の一つとして扱われることが、大きな特徴である。 
エネルギー財が生産要素の一つとして扱われる場合、資本とエネルギー財の間には代替関
係が成立しているか、あるいは補完関係が成立しているかによって、シミュレーションに影
響が生じる。ここでは先行研究も参考にしつつ、GTAP-E モデルの各種の代替パラメータに
ついて分析を行った。資本とエネルギー財の代替／補完関係は、GTAP-E モデルでは Keller
（1980）の方程式に基づいて決定されている。開発当初の GTAP-E モデルでは各国で資本と
エネルギー財の間には補完関係が成立している産業が多いが、日本の電力産業など一部の産
業では代替関係が成立していることが指摘されている。第三章では、シミュレーションで使
用する GTAP-E モデルの最新データベースである GTAP Data Base 8.1 において、日本の産
業別の資本とエネルギー財の代替／補完関係について検証を行った。 
そして、東日本大震災が発生した 2011 年の電力供給量を GTAP-E モデルに与え、同年の
電力生産性の低下率の数値を得るという手法を開発した。次に、ここで得られた電力生産性
の低下率と、データから得られる資本ストックの減少率の二つを外生条件として設定し、震
災がもたらす電力供給制約が経済に与える影響の分析を行う手法を開発した。 
 
第四章では、GTAP-E モデルのデータベースの構造について分析を行った。GTAP-E モデ
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ルは GTAP モデルのエネルギー分野をさらに詳細に扱ったモデルであるため、GTAP モデル
と共通のデータやパラメータがあると同時に、GTAP-E モデル独自のデータやパラメータが
ある。これらのデータやパラメータの作成方法は、いくつかに分類することが可能である。
ここでは GTAP-E モデルのデータやパラメータについて分類を行い、GTAP-E モデルのデー
タベースの特徴を明確にした。また第四章では、本論文のシミュレーションにおけるデータ
ベースの地域・産業分類について明記した。 
GTAP モデルと同様に、GTAP-E モデルのデータベースは、マクロレベル・産業別に様々
なデータを有しており、データベースとしても利用価値が大きい。ここでは我が国と世界各
地域の生産高や輸出入額において、エネルギー財がどの程度のシェアを占めているかについ
てデータ分析を行い、各国と比較した我が国のエネルギー動向の特徴を示した。 
 
第五章では、災害による電力供給制約が経済に与える影響について、GTAP-E モデルのシ
ミュレーション結果を用いて分析を行った。第三章で見たように、ここでは東日本大震災が
発生した 2011 年の電力生産性の低下率と資本ストックの変化量を外生条件として与え、震災
により発電設備等に被害が生じて電力産業の生産性が低下し、資本ストックが損傷したとい
うシナリオに基づくシミュレーションを行った。 
シナリオ分析は、電力産業の生産性の低下と資本ストックの損傷の双方が生じる全体シナ
リオに加えて、要因分析を目的として、電力産業の生産性の低下のみが生じる生産性低下シ
ナリオ、資本ストックの損傷のみが生じる資本ストック損傷シナリオの 3 種類に分けてシミ
ュレーションを実施した。まず全体シナリオでは、電力産業の生産性の低下と資本ストック
の損傷という二つの条件の双方を与え、自然災害による電力供給制約が経済に与える影響の
定量的な評価を行った。特にマクロ指標に関しては、我が国のマクロ経済の各指標の実績値
と比較を行い、シミュレーション結果が実態から大幅に乖離していないかどうか、傾向を把
握できているかについて、検討を試みた。GTAP-E モデルは動学モデルではないことから、
明確な時間の概念はないが、対象とする期間は数年程度と考えて実績データとの比較を行っ
た。 
次に生産性低下シナリオでは、電力産業の生産性低下という経路のみを設定して個別に分
析を行い、資本ストック損傷シナリオでは、資本ストック損傷の影響のみを外生条件として
与え、経済に与える影響について分析を実施した。 
 これらの 3 つのシナリオのそれぞれにおいて、実質 GDP などのマクロ指標・産業別生産
高・民間消費・産業別供給価格・産業別輸出・産業別輸入に関してシミュレーション結果の
分析を行った。 
 
第六章では、GTAP-E モデルのシミュレーションで用いるソフトウェアである GEMPACK
内の RunGTAP の機能の一つである Systematic Sensitivity Analysis を用いて、資本とエネ
ルギー財間の代替パラメータと、エネルギー財間の代替パラメータが変化した場合に、試算
結果にどのような影響が生じるかを調べるために、系統的な感応度分析を実施した。第三章
で調べたように、GTAP-E モデルのエネルギー財に関する各種の代替パラメータは先行研究
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に基づいて設定されており、ここでパラメータが別の値を取った場合にどのように試算結果
が変化するかについて、検証を行った。 
第六章では、資本／エネルギー財間の代替パラメータと、エネルギー財間の代替パラメー
タ（電力／非電力エネルギー間、非電力エネルギーの中の石炭／非石炭エネルギー財間、非
石炭エネルギー財間の 3 つ）について感応度分析を実施した。Systematic Sensitivity 
Analysis では、設定しているパラメータの値を系統的に変化させ、各変数の試算結果の平均
値と標準偏差を計算する。この平均値と標準偏差をチェビシェフの不等式に適用して、設定
した範囲内でパラメータの数値を変化させた場合、試算結果がどの程度の範囲内に存在する
かについて信頼区間を確認でき、パラメータの変化に対するモデルの頑健性を調べることが
できる。 
ここでは設定している値の上下 50％の範囲でパラメータを変化させ、第五章で扱った各変
数について感応度分析を行った。分析においては、資本／エネルギー財間の代替パラメータ
と、エネルギー財間の代替パラメータの双方について、それぞれ電力産業のみで変化させた
場合と、全産業において変化させた場合の 2 つの場合について感応度分析を行った。 
 
第七章では、GTAP モデルを用いてシミュレーションを実施し、その結果について分析を
行い、GTAP-E モデルから得られる試算結果と比較を行った。エネルギー財が生産要素の一
つとして扱われる GTAP-E モデルとは異なり、GTAP モデルではエネルギー財は中間財とし
てのみ扱われ、資本／エネルギー財間の代替効果や、エネルギー財間の代替効果の動きは取
り入れられていない。そのため、GTAP-E モデルの試算結果と GTAP モデルの試算結果の差
をエネルギー代替効果として定義すると、両モデルの試算結果の差を比較することにより、
エネルギー代替効果を測定することができる。 
第七章で実施したシミュレーションは、第五章で GTAP-E モデルを用いて行ったシミュレ
ーションをすべて同じ条件で GTAP モデルを用いて実施し、シナリオ別に分析を行った。そ
して、どのような経路でエネルギー代替効果が生じるかについて分析を行った。 
 
第八章では、第七章までに行ったそれぞれの分析について整理を行い、本論文の結論とし
てまとめた。 
 
３．結論 
本論文では、特に震災などの自然災害がもたらす電力供給制約が経済に与える影響につい
て分析を行うために、東日本大震災という実際に発生した災害から得られるデータを外生条
件として GTAP-E モデルに与え、シミュレーションを実施した。外生値の設定のために、我
が国における電力関係のデータやマクロ経済の動向を分析し、2011 年を境に我が国の電力需
要量、電源構成、電力価格などの動向が大きく変化してきていることを確認した。 
そして本論文では、自然災害による電力供給制約の分析手法として、電力産業における生
産性の低下と資本ストックの損傷という二つの経路を考え、GTAP-E モデルの特徴や構造を
明確にした上で、それぞれの経路を外生条件としてモデル内へ取り込む手法を開発した。
5 
 
GTAP-E モデルの構造を分析する過程で、GTAP-E モデルにおける資本とエネルギー財の代
替効果について考察を行い、本論文で使用する GTAP Data Base8.1 のデータを用いて、生産
構造全体の中で決定される産業別の資本とエネルギー財の代替／補完関係について分析を行
った。その結果、2007 年の世界経済のデータに基づく GTAP Data Base8.1 においても、先
行研究に示されるように日本の電力産業などの一部の産業では、資本とエネルギー財の間に
は代替効果があることが確認された。 
本論文における GTAP-E モデルの試算結果は、実績値と比較可能であるマクロ経済指標に
関しては、実績値の規模や傾向と大幅に乖離しておらず、ここで開発した手法は電力供給制
約が経済に与える影響に関する分析に活用できることを示した。また、電力産業における生
産性の低下と資本ストックの損傷という二つの経路をそれぞれ個別にモデル内に取り入れて
シミュレーションを行うと、この二つの経路の影響は規模においても、また産業別に生じる
動向に関しても、異なった傾向を示すことが明確になった。 
さらに本論文では、GTAP-E モデルの資本／エネルギー財間の代替パラメータと、エネル
ギー財間のパラメータについて、それぞれ電力産業に限定した場合と全産業の場合の 2 ケー
スの感応度分析を行い、これらのパラメータ値の変化によってモデルの各変数の試算結果が
どの程度変化するかについて調べた。感応度分析の結果からは、GTAP-E モデルにおける各
変数の試算結果は、これらのパラメータの変化に関しても比較的頑健であることが示された。 
本論文では最後に、エネルギー財を中間財と生産要素の一つとして扱っている GTAP-E モ
デルと、エネルギー財を中間財としてのみ扱う GTAP モデルに同じ条件を与えてシミュレー
ションを行い、試算結果を比較して、両モデルの試算結果の差をエネルギー代替効果として
測定し、規模や傾向の違いについて分析を行った。マクロ経済の変化率に関する試算結果を
見ると、実質 GDP では GTAP モデルの試算結果は GTAP-E モデルの試算結果のほぼ 2 倍程
度、実質輸入では GTAP モデルの試算結果は GTAP-E モデルの試算結果のほぼ 1.5 倍程度と
計測され、実質輸出では符号が逆になるなどの違いが見られた。 
電力産業における生産性の低下と資本ストックの損傷という二つの経路をそれぞれ個別に
モデル内に取り入れてシミュレーションを行うと、GTAP モデルの試算結果と GTAP-E モデ
ルの試算結果の差が大きくなるのは、電力産業における生産性の低下という経路の場合であ
ることが示された。電力を中間財としてのみ扱っている GTAP モデルでは、電力供給量の低
下を外生条件として与えると、GTAP-E モデルの場合よりも電力生産性が著しく低下し、電
力価格の大幅な上昇をもたらし、経済に影響を与えていく。GTAP-E モデルの場合では、電
力は中間財と同時に生産要素の一つとしても扱われ、さらに資本／エネルギー財間、またエ
ネルギー財間で代替効果があることからも、電力生産性の低下は GTAP モデルの場合より穏
やかな値にとどまり、電力価格の上昇率もより低くなった。両モデルのシミュレーション結
果の比較は、GTAP-E モデルと GTAP モデルにおける電力の扱い方の違いが両モデルの試算
結果の差をもたらしていることを示した。 
他の産業において同様に資本ストックと該当産業の生産高の二つに外生条件の設定を行い、
GTAP-E モデルと GTAP モデルの試算結果の比較を行うと、非エネルギー財では両モデルの
結果には殆ど差が見られず、また最も顕著に差が生じるのは電力産業であることが示された。
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特に我が国における電力のように資本との代替効果が見られるエネルギー財を対象とする場
合には、GTAP-E モデルのようにエネルギー財を生産要素の一つとして扱うモデルを使用し
て分析を行うことが望ましいという結論が得られた。 
 
４． 今後の課題 
本論文の試算結果の検討は、ここで開発した手法は自然災害による電力供給制約が経済 
に与える影響を分析するためのツールとして活用できることを示した。今後も先行研究の調
査を継続し、自然災害による電力供給制約が経済に与える影響の経路について分析を深め、
さらなる外生条件の取り入れ方を開発していくことで、シミュレーション結果をより精緻化
していくことは、今後の課題である。そのためには、産業別のデータなど、データ分析を詳
細に行い外生条件としての与え方を検討していくことも重要である。 
 GTAP-E モデルを用いることにより、貿易動向も考慮した世界経済全体の中での分析を行
うことが可能になるという大きな利点があるが、国内を複数地域に分割することができない
という点は、電力供給制約が我が国の経済に与える影響についてより詳細に分析する上での
制約の一つである。今後分析を深めていくためには、国内の各地域の詳細な情報を把握し、
GTAP-E モデルの試算結果の分析に適用していくことが重要であると考えられる。 
 我が国、また各国の電力・エネルギー動向の変化は早く、GTAP-E モデルのデータベース
にも今後のバージョンアップに伴い、電力・エネルギーに関する新たな動向が反映されてい
くと考えられる。常に電力・エネルギー動向の最新の情報を把握して分析を行っていくこと
が、今後の重要な課題である。 
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全般への間接的な影響を数量的に明らかにしている。分析においては、生産においてエネルギー源と
して使用される石炭、ガス、原油、電力、石油・石炭製品から構成されるエネルギー財と、資本や中
間投入財との代替補完関係の重要性を検討している。2種類の応用一般均衡モデ、ルの比較から、それ
らの代替補完関係の役割を明らかにし、震災による電力供給制約の国内外への経済的影響を総合的に
捕捉しようとする実証的な研究である。
白石氏の論文は以下の通り、第 1章から第8章までの構成である。
第 1章はじめに
第2章 自然災害による電力供給制約が経済に与える影響に関する分析手法
第3章 GTAP-Eモデルを用いた電力供給制約が経済に与える影響に関する分析手法
第4章 GTAP-Eモデルのデータベースの構造
第5章 災害による電力供給制約が経済に与える影響の分析
第6章 Systematic Sensitivity Analysisによる資本とエネノレギー財の代替パラメータに関する
感応度分析
第7章 電力供給制約時におけるエネルギ一代替効果の分析
第8章結論
第 1章では本論文の4つの目的を提示している。第 1の目的は自然災害による電力供給制約を、応
用一般均衡モデ、ルを用いて分析する手法を開発することである。第2の目的は、自然災害による電力
供給制約が経済に与える影響に関して、国内経済への影響に加えて、貿易を通じた国外経済への効果
についても世界経済全体の枠組みで分析を行うことである。第3の目的は、分析に使用する GTAP-E
モデルについて詳述し十分な検討を行うことである。第40)目的は、資本とエネルギー財との代替効
果、エネルギー財問の代替効果が果たす役割を分析することにある。
第2章では、自然災害が経済にもたらす影響に関する先行研究調査を行っている。阪神 ・淡路大震
災の直接 ・間接的被害の推計や、東日本大震災に関する被害推計を中心に先行研究をまとめている。
特に、東日本大震災後の資本ストックと電力供給量の変化について実績値や推計値を求めている。
第 3章は分析で使用する 2種類の応用一般均衡モデ、ルの構造や特徴について詳述している。モデ‘ノレ
の大きな違いは、生産においてエネノレギー源として使用される石炭、ガス、原油、電力、石油 ・石炭
製品から構成されるエネルギー財の扱いにある。エネノレギー財と生産要素である資本との代替補完関
係を明示的に構造化しているのが GTAP-Eモデルであり、比較対象の GTAPモデ、ルで、は構造化され
ていない。エネルギー財と資本との代替補完関係、については、最近のデータを利用し代替か補完かを
産業ごとに評価している。東日本大震災による電力供給量の減少量を生産性低下率に変換し、合わせ
て資本ストックの棄損率を求めることで、続く章でのシミュレーション手法の開発を行っている。
第4章で、は分析モデルに対応するデータベースについて、その構造と内容について詳述している。
特に、エネノレギー財に関連するデータやパラメータについて解説をし、近年のデータで生産や輸出入
の値を求めている。分析用の地域・産業集計についてもこの章で定義されている。
第5章では、 GTAP-Eモデルによるシミュレーション結果が考察されている。東日本大震災が発生
した 2011年の電力生産性の低下率と資本ストックの変化量を外生条件として与え、震災による発電
設備等被害が電力産業の生産性低下と、資本ストックの棄損をもたらしたとするシナリオに基づくシ
ミュレーション設定である。実質 GDP・輸出入量 ・産業別生産高・民間消費・産業別供給価格 ・産
業別輸出・産業別輸入について考察がなされている。主な結果として、震災による実質GDP減少は
電力産業の生産性低下がその約3割を説明し、資本ストック棄損が残り約 7害IJを説明することが明ら
かとなった。シミュレーションから得られた実質GDPと輸出入量変化は、各変数の実績値と変化の
方向は同じで、変化の程度も大きく車離していないとする結果を得た。
第6章では、 SystematicSensitivity Analysisによる資本とエネルギー財、そしてエネルギー財・問
で、の代替補完パラメ ータについて、系統的な感応度分析を実施している。SystematicSensitivity 
Analysisでは、設定しているパラメ ータの値を系統的に変化させ、各変数の試算結果の平均値と標準
偏差を計算する。この平均値と標準偏差をチェヒ守シェフの不等式に適用して、設定した範囲内でパラ
メータの数値を変化させた場合、試算結果がどの程度の範囲内に存在するかについて信頼区間を確認
でき、パラメータの変化に対するモデ、ルの頑健性を調べることができる。電力産業のみを対象にした
感応度分析では、シミュレーションから得られた試算結果には大きな変化はなく比較的頑健であると
いう結論を得た。しかしながら、全産業を対象にした場合、石炭産業で試算結果の符号が変わる変数
が散見されることが確認された。これは、石炭産業で、所与のエネルギー財と資本との代替パラメータ
値が大きいことに起因することが説明された。
第7章では、 GTAP-Eと GTAPとのモデル比較を同一のシミュレーション設定の元で実施してい
る。前者のモデ、ルには構造として組み込まれているエネルギー財と資本との代替補完関係とエネノレギ
ー財聞の代替関係の役割を、両モデルから得られる試算結果を比較することで明らかにしている。資
本ストックの棄損という経済全般に影響を与える経路では、両モデルの試算結果は同様の変化傾向を
示し、電力供給制約という特定産業から影響を与える経路では、両モデルの結果が大きく相違するこ
とを明らかにした。GTAP-Eモデ、ルは生産要素の資本とエネルギー財の代替を可能としているため、
震災の経済的影響がGTAPモデ、ノレより総じて小さくなる。GTAPモデルでは代替可能性を考慮、してい
ないため試算結果を過大に評価している可能性があることを指摘している。電力供給というエネルギ
ー財と密接に関わる分析においては、エネノレギ一代替可能性を具備したGTAP-Eモデ、ルの利用が望ま
しいとの結論を導いている。
第8章は、各章の分析をまとめ本論文の結論と今後の研究課題を提示している。
(名古屋市立大学大学院経済学研究科) No. 
受付番号甲第 号
論文審査の結果の要旨及び担当者
白石暁子氏の論文は、震災がもたらした電力供給制約が経済に与える影響について分析するため、
東日本大震災という実際に発生した災害から得られるデータを外生条件とし、応用一般均衡モデルで、
ある GTAP-Eモデルでシミュレーションを実施している。モデルシミュレーションのための外生値設
定を、我が国における電力関連データやマクロ経済動向から詳細に捕捉し、 2011年を境に電力需要
量、電源構成、電力価格などの動向が大きく変化してきていることを確認している。そして本論文で
は、自然災害による電力供給制約の分析手法として、電力産業における生産性の低下と資本ストック
の棄損という 2つの経路を提示し、分析モデルの特徴や構造を明確にした上で、それぞれの経路を外
生条件としてモデ、ル内へ取り込む手法を開発している。2つの経路をそれぞれ個別にモデルに取り入
れてシミュレーション分析を行い、それぞれの経路が与える影響が規模においても産業別に生じる変
化に関しても特徴的な変化を示すことを明らかにしている。さらに、資本とエネルギー財との代替補
完関係の働きを、 2種類のモデルで同一のシミュレーションを実施し、 試算結果比較を行うことで考
察している。そして、 代替補完関係の核をなすパラメータについて系統的な感応度分析も行っている。
これらの点は白石氏が論文で示した貢献として評価される。分析に使用した応用一般均衡モデルは
独自に開発したものではないが、分析対象を扱う上で必要な習熟したモデ、ノレ応用技術や、独自に組み
込んだシミュレーション設定方法は高く評価されるものである。
白石氏の学位請求論文は、以下の 3本の論文に基づいている。
1. Higashi-Shiraishi， A. (2014)“Impact of Electricity Supply Shortage in Japan Simulated by the 
GTAP， GTAP-E， and Revised GTAP-E models，" Journal ofBusiness and Economics， 5(4)， 550・571
2.白石暁子(2012) iGTAPモデノレ及び、GTAP-Eモデ、ノレを用いた電力供給制約のシミュレーション分
析J第23回環太平洋産業連関分析学会大会報告論文
3.白石暁子(2014) i震災による電力供給制約および生産要素変化に関する CGE分析J第 25回環太
平洋産業連関分析学会大会報告論文
1の論文が国際学術誌に掲載されていること、 2から 3の論文へ研究課題内容をより発展させている
こと、そして本学位請求論文で研究成果が結実していることから、白石氏の学術的貢献が確認された。
名古屋市立大学大学院経済学研究科) No. 
最終試験の結果の要旨及び担当者 ⑪ 
報告番号 号※ 氏名
主査 躍倉健 ⑫ 
最終試験担当者
三 j宰哲也 ⑨) 
(論文題目)
震災による電力供給制約が我が国の経済に与える影響に関する
応用一般均衡モデ、ノレを用いた分析手法の開発
(最終試験の結果の要旨)
川端康 (譲歩
白石暁子氏の課程博士学位請求論文の最終審査は、平成27年 1月 29日木曜、 3号館セミナ一室に
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審査委員との質疑応答では、質問への応答も明確であり、予備審査で指摘された項目への対応が十分
になされたことが確認された。今後の研究課題についての具体的な取り組みについての説明もなされ
た。
本研究科入学後に研究課題内容をより発展させ学会で研究報告を行い、成果の一部については既に学
術誌に投稿されていることも評価された。
審査委員の協議において、白石氏の学位請求論文は「専攻分野について研究者として自立して研究活
動を行うのに必要な高度な研究能力とその基礎となる豊かな学識を有する」ものとして、最終試験を
合格とした。
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